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◎プランの考え方 

（１）幼児期の学校教育・保育の一体的な提供と、地域の子育て支援の充実を推進するための重

要施策として認定こども園の普及を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）認定こども園の普及にあたっては、私立幼稚園及び私立保育所の意向を積極的に支援する

とともに、「横須賀市公立保育園再編実施計画」に位置付けられた公立保育所の認定こども

園への移行も進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 既存施設（幼稚園・保育所）への意向調査を実施し、認定こども園への移行に 

ついて支援 

【新規認定こども園設置数】 

令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 

令和３年４月に４か所 令和４年４月に２か所 令和５年４月に１か所 

令和５年度実績   

令和６年４月に１か所   

  

・ 認定こども園への移行を支援するため、国の補助制度を活用した施設整備費の 

助成を実施 

【施設整備費助成施設数】 

令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 

幼稚園２施設 

保育所１施設 

幼稚園１施設 

保育所１施設 

幼稚園２施設 

 

令和５年度実績   

幼稚園３施設 

 

  

 

・ 認定こども園への移行を支援するため、国の補助制度を活用した運営費の助成を

実施 

 【私立幼稚園運営費助成施設数】 

令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 

２施設で実施 ２施設で実施 １施設で実施 

令和５年度実績   

―   

 

子ども・子育て支援法に基づく特定事業に関する進捗状況 

（認定こども園の普及に係る考え方など）  
プラン 123～124 頁 

 

１．認定こども園の普及に係る考え方 
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（３）令和６年度には31か所の設置を目指す。 

    【認定こども園への移行状況】 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

幼稚園型 
（10施設） 

10施設 

（10施設） 

10施設 

（10施設） 

８施設 

（11施設） 

７施設 

 

７施設 

幼保連携型 
（12施設） 

12施設 

（16施設） 

16施設 

（19施設） 

21施設 

（19施設） 

24施設 

 

24施設 

計 
（22施設） 

22施設 

（26施設） 

26施設 

（29施設） 

29施設 

（30施設） 

31施設 

 

31施設 

     ※各欄下段は計画数値。上段（ ）は実績数値 

 

 

 

 

 

 

【今後の進め方】 

◎引き続き、プランの考え方に沿って認定こども園の普及を進めてまいります。 

・ 認定こども園に移行する幼稚園や保育所に勤務する職員（幼稚園教諭、保育

士）の資格取得に必要な経費の助成を実施。 

【実施施設数及び実施職員数】 

令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 

２か所２人 ３か所３人 ２か所２人 

令和５年度実績   

５か所６人   

 

・「横須賀市公立保育園再編実施計画」に位置付けられた公立保育所の認定こども園

への移行 

【同計画において幼保連携型認定こども園として再配置することとした施設】 

①中央こども園（令和４年度開園） 

・横須賀市職員厚生会館をこども園に改修し、上町・鶴が丘保育園を統合・移転 

②（仮称）南こども園 

・久里浜公園内に園舎を新築し、森崎・ハイランド保育園を統合・移転 

③（仮称）北こども園 

・追浜保育園を現地建て替え 
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◎プランの考え方 

（１）子どもの処遇改善や職員の資質向上、待遇改善に資するための事業を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）幼児期の学校教育・保育のうち教育・保育施設と地域型保育事業者との連携・接続につい

て、連携施設の確保を積極的に支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【令和２年度～令和５年度実績（共通）】 

・白峰学園保育センターにおける保育専門研修の実施 

・幼稚園教諭や保育士を対象とした研修会の開催 

・キャリアアップ研修の実施 

・放課後児童支援員等を対象とした研修の実施 

・国の待遇改善（処遇改善加算）に加えて、市独自の処遇改善を実施 

 （技能・経験を積んだ保育士等を対象に、国の制度から上乗せ） 

・児童福祉施設の設備等に関する基準を定める条例等適切な運用 

 

【令和３年度～令和４年度実績（共通以外）】 

・国の令和３年度補正予算に基づき、保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例 

事業（収入を３％程度引き上げ）を実施 

（令和４年10月以降は、国の待遇改善として継続実施） 

 

【令和４年度～令和５年度実績（共通以外）】 

・国の待遇改善（処遇改善加算）に加えて、市独自の処遇改善を実施 

 （技能・経験を積んだ調理員、栄養士を対象に、国の制度から上乗せ） 

【令和２年度～令和５年度実績】 

本市にある全ての地域型保育事業所が教育・保育施設と連携しています。 

地域型保育事業所の連携施設の内訳（令和６年４月１日現在） 

地域型保育事業所 施設数 

連  携  施  設 

公立保育園 

・こども園 
民間保育園 幼稚園 

幼保連携型 

認定こども園 

家庭的保育事業所 15 10 １ ０ ４ 

小規模保育事業所 ３ １ １ １ １ 

※１つの地域型保育事業所において、複数の連携施設を設定している場合があるため、 

「施設数」と「連携施設の内訳の合計」は一致しません。 

【今後の進め方】 

◎引き続き、処遇改善や職員の資質向上、待遇改善に資するための事業を進める

とともに、教育・保育施設と地域型保育事業者との連携について支援してまい

ります。 

２．学校教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の役割及びその推進方策 
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◎プランの考え方 

（１）幼稚園、保育所、認定こども園等と小学校との交流事業や情報交換会等を実施するととも

に、幼稚園幼児指導要録や保育所児童要録などにより子どもが培ってきた生活実態を共有す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）幼保小それぞれの理解を深めるための研修会や講演会等を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和２年度実績】 

・新型コロナウイルス感染防止のため中止 

 

【令和３年度実績】 

・スタートカリキュラムの様子をビデオで見学し、小学校教諭とこども園園長等の

パネルディスカッションを実施 

・よりよい連携についてリーフレットを作成し、全小学校、市内幼稚園、保育所、

認定こども園に送付 

・小学校教諭を対象としたスタートカリキュラムの研修を実施 

 

【令和４年度～５年度実績】 

・小学校教諭による保育所見学を実施 

・小学校教諭を対象としたスタートカリキュラムの研修を実施 

 

【令和２年度実績】 

・幼稚園幼児指導要録、保育所児童要録等の作成 

・アプローチプログラムを策定 

・情報交換の実施（新型コロナウイルス感染防止のため形式を変更して実施） 

・新型コロナウイルス感染防止のため、保育所・小学校交流事業は中止 

 

【令和３年度～令和４年度実績】 

・各園と小学校担当者による情報交換会の実施 

・新型コロナウイルス感染防止のため、保育所・小学校交流事業は中止 

 

【令和５年度実績】 

・各園と小学校担当者による情報交換会の実施 

・各園と小学校との給食交流事業の実施 

３．学校教育・保育と小学校等との連携の推進方策 

【今後の進め方】 

◎新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い各種事業の実施も可能となったこ

とから、あらためてプランの考え方に沿って連携を進めてまいります。 
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◎プランの考え方 

（１）施設等利用給付費の支給（保育料の無償化）については、できる限り効率的・効果的な方

法により、子育て世帯及び事業者が、無償化の効果を実感できるよう進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の進め方】 

◎引き続き、プランの考え方に沿って施設等利用給付の円滑な実施を進めてまい

ります。 

４．子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の考え方 

【令和２年度～令和５年度実績】 

・無償化施策は国の基準に一部上乗せを行い以下のとおりとした。 

「子育てのための施設等利用給付」の支給によって無償化を実現するのは①又は 

②に該当する児童。 

（上記以外の児童は従前の「子どものための教育・保育給付」により無償化） 

①私学助成幼稚園を利用している満３歳以上の児童 

②認可外保育施設などを利用、または幼稚園、認定こども園の教育利用と 

併せて預かり保育を利用している児童のうち、保育の必要性があると 

認められる児童（限度額あり） 

３～５歳：全世帯 月額37,000 円（預かり保育は月額11,300 円）を限度 

０～２歳：国の無償化基準の住民税非課税世帯に加え、市独自に年収500 万円

未満相当世帯 月額42,000 円（預かり保育は月額16,300 円）を限

度 

・子育て世帯の負担軽減や給付事務の簡素化を図るため、施設等利用給付費の支給

方法は、一部、事業者の法定代理受領方式を採用している。 


